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（８－２－Ⅰ）

総 合 評 価 書（新方式）
平成１７年２月

政策体系 番 号

８ 障害のある人も障害のない人も地域でともに生活し、活動する基本目標

社会づくりを推進すること

２ 必要な保健福祉サービスが的確に提供される体制を整備するこ施策目標

と

Ⅰ 地域における療育システムや社会復帰支援、相談支援体制を整

備すること

社会・援護局障害保健福祉部精神保健福祉課担当部局・課 主管部局・課

関係部局・課

１ 評価対象の設定

精神保健福祉施策評 価 対 象

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の一部を改正する法律（平

成１１年法律第６５号）附則第６条において、施行後５年を目途として評 価 の 契 機 等

見直しを検討する旨定められている。

２ 評価の方法等

精神保健福祉施策について、精神障害者が地域において自立した生活

を営むことができるよう 「入院医療中心から地域生活中心へ」という評価の観点 、

基本的な方策を推し進めるため、精神保健医療福祉体系の再編と基盤強

化を今後１０年間で進めることを基本方針としている。

このため、精神保健福祉施策について、以下の観点から評価すること

とした。

( ) 精神医療の改革1

① 現在の精神医療の提供体制について 「入院医療中心から地域生、

活中心へ」という基本的な方策の実現に向けて、どのように改善す

べきか。

② 精神病床の入院患者の動態を踏まえた上で、入院患者の早期退院

を促すためには、どのような方策が考えられるか。
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③ 入院患者の処遇について、どのように改善を図るべきか。

④ 精神障害者通院公費負担制度には、どのような課題があるか。

( ) 地域生活支援の強化2

精神障害者のニーズと適性に応じた自立支援を行うという観点から、

地域での生活を促進する仕組みをどのように構築するか。

( ) 精神医療の現状1

①精神医療の提供体制収集した情報・

・精神病床の外国との比較データ及び各種

・精神病床数の年次推移の評価手法を用

・精神病床数等における地域差いて行った分析

②精神病床の入院患者の動態・測定の方法

・退院患者の退所先の状況

・入院期間別の患者数

・受け入れ条件が整えば退院可能な患者数の推移

・精神病床の入院患者の病態

③精神病床の入院患者の処遇の現状

・精神病床の入院患者数（都道府県別、入院形態別）

・任意入院者の処遇の現状

④精神障害者通院公費負担制度の現状

・精神障害者通院公費負担制度の医療費の年次推移

( ) 地域生活支援の現状2

・精神障害者社会復帰施設退所者の勤務先

・精神障害者のホームヘルプサービス利用者数（都道府県別）

・在宅サービスを実際に提供した市町村数（障害種別）

３ 評価結果等

( ) 精神医療の現状1

①精神医療の提供体制評 価 結 果

○ 我が国の精神医療の現状を把握するために、精神病床数を国際的に（問題点及び

比較すると、各国における精神病床の定義の違いを考慮する必要があその原因）

るが、諸外国が一様にここ数十年間で病床削減・地域生活支援体制強

化等の施策を通じて人口当たりの病床数が減少しているのに対し、我

が国では関係施策が必ずしも十分でなかったことから、平成５年の３

６．３万床をピークに、平成１５年には３５．４万床となっており、

病床数は概ね横ばいで推移している （資料１）。
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○ 人口当たりの精神障害者数と精神病床数の関係については、障害者

数に比べて病床数が少ない地域や多い地域があるなど、都道府県間の

格差が見られる （資料２）。

② 精神病床の入院患者の動態

○ 退院患者の退所先については、入院期間１年未満で退院した者の約

８割が家庭に復帰しているのに対し、１年以上で退院した者は、家庭

復帰と他の病院への転院が平均してそれぞれ３割強となるなど、現状

では入院後１年までという期間が、社会復帰を促進する一つの重要な

ポイントとなっている。

○ 最近、精神保健福祉施策の抱える問題として指摘されている「受入

条件が整えば退院可能な者約７万人」については、１年以内の入院期

間の者が約２万人 約３割 １年以上の入院期間の者が約５万人 約（ ）、 （

７割）となっているが、全体的に見れば、入院患者全体の構成とほぼ

同様の動きをしている （資料３）。

一方、平成１１年と平成１４年の患者調査で動態をみると 「受入、

条件が整えば退院可能」な者約７万人のうち、約３．７万人が３年間

で退院しており、残りの約３．４万人が継続して入院しているが、さ

らに、その３年間に約６．３万人が新たに入院し、このうち約３．４

万人が平成１４年時点まで継続して入院していることから、結果とし

て、平成１４年時点では、ほぼ横ばいの約７万人となっており、全体

、 。（ ）的に見れば 入院患者全体の動態と同様の動きをしている 資料４

したがって、これらの入院患者の退院方策については、精神医療全

体の改革の中で解決を図っていくべきである。

○ 現在の入院患者層は、５０歳代から６０歳代が中心の歴史的長期在

院者、比較的短期で退院している患者層、ＡＤＬ（日常生活自立）が

低下している等の長期在院化予備軍、痴呆患者等の高齢者の概ね４つ

のグループに分けて考えられるため、それぞれの患者に応じた医療を

提供する体制の整備が必要である （資料５）。

③ 精神病床の入院患者の処遇の現状

、 、 、○ 措置入院 医療保護入院 任意入院のそれぞれの入院形態において

入院期間の点で都道府県間で差異が大きく、また、入院患者に占める

。（ 、 、 ）それぞれの入院形態の割合についても同様である 資料６ ７ ８

○ 入院患者本人の意思の尊重という観点から、本来、任意入院患者は

原則として「開放処遇」を受けるべきであるが、任意入院患者の約７

割が開放処遇にある一方、任意入院患者の約１６％が「開放処遇を制
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限」されており、１４％が「患者の意思による開放以外の処遇」にあ

る。

したがって、任意入院患者は原則として開放処遇を受けることを徹

底する必要がある。

④ 精神障害者通院公費負担制度の現状

○ 精神障害者に対する通院医療は、精神障害者の地域生活を支援する

上で、在宅精神障害者に対して医療を確保をするという役割を果たし

。 、 、ている しかし 精神障害者通院公費負担制度の対象者の増加に伴い

医療費が年々増加しており、現行の制度をそのまま維持することは財

。 、 、政的に困難である また 医療費に応じた応益負担となっているため

低所得者であっても医療費が高額の場合には医療費に応じた負担を求

められる制度となっていることから、必要な医療を確保しつつ、費用

を皆で負担し支え合う制度にする必要がある。

( )地域生活支援の現状2

○ 精神障害者の社会生活機能の回復等を目的とした施設としては、精

神障害者社会復帰施設があるが、例えば、精神障害者授産施設につい

てみると、雇用されることが困難な精神障害者に対して、職業訓練等

を行うことにより、社会復帰の促進を図ることを目的としているとこ

ろ、授産施設からの退所者が利用者の約 割で、そのうち就労に移行し2
た者は約 割（うち常用雇用は約 ％）に過ぎず、就労支援、自立支援2 6
等の機能が不十分である。

したがって、精神障害者社会復帰施設の機能を障害者の自立に向け

た支援ニーズに応じて再編することが必要である。

○ 精神障害者社会復帰施設等（入所系・通所系）の整備状況やホーム

ヘルプサービス等の利用状況は、他障害に比較してその水準が低いと

ともに、都道府県・市町村ごとの差異が大きい （資料９、１０）。

また、市町村の精神保健福祉に係る人的体制も、その規模等により

格差が大きく、精神障害者の地域生活支援体制を整備するため、精神

保健福祉に係る人材の育成等を進めることが必要である。

( ) 精神医療体系の再編1

精神病院の入院患者の早期退院を促進し、地域生活への円滑な移行を今後の検討の

図るために、①都道府県単位で精神障害者の地域における実態を正確に方向性

把握した上で、医療提供体制の整備に計画的に取り組むとともに、②精

神病床の機能分化を促進し、患者の病態に応じて適切な医療を効率的に

提供できる体制を構築する必要がある。さらに、③入院中の処遇につい

ても、入院形態に応じて適切に病状を把握し、早期に退院を促すととも
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に、入院患者の処遇内容を改善する必要がある。

また、④精神障害者通院公費負担制度についても、給付の重点化を図

る等、効率的かつ持続可能性の高い制度にする必要がある。

( )地域生活支援体系の再編2

現行の障害保健福祉サービスに係る施設及び事業の体系を機能ごとに

見直し、市町村を中心とし、障害種別を超えた障害保健福祉サービス体

系へ再編するとともに、就労を含め、地域で自立して暮らせるような地

域生活支援体制を確立する必要がある。

※ 以下は、原則としてフォローアップ時に記入する。

４ 評価結果の反映状況（平成１８年３月）

「精神保健医療福祉の改革ビジョン （平成 年 月精神保健福祉対」 16 9

策本部 、社会保障審議会障害者部会での議論等及び本評価結果を踏ま政策への ）

え、精神保健福祉施策の見直しの内容を含む「障害者自立支援法案」を反映状況

第 回通常国会に提出し、その後、第 回特別国会への再提出を経162 163

て、平成 年 月 日に可決・成立した（平成 年 月 日公布、17 10 31 17 11 7

平成 年 月 日施行（一部を除く 。18 4 1 。））

法案審議においては、

・ 地域で策定する障害福祉計画が、医療計画と相まって、精神病院に

入院している患者の退院促進に資するものであること

・ 精神病院に入院している患者の人権擁護の観点からの精神病院に対

する改善命令等に関する規定の見直し

・ 精神障害者通院公費負担制度の見直し

等に関する議論が行われた。

また、当該法案審議を通じて、

・ 同法が障害者基本法の基本的理念にのっとったものであること（同

法第 条の目的規定への追加）1

・ 障害者等の範囲や所得の確保に係る施策の在り方について検討を行

うこと（それぞれ同法附則第 条第 項への追加及び同条第 項の追3 1 3

加）

など、当該法案に修正がなされた。

同法では、施行後 年を目途として、同法の規定について、障害者等3

の範囲を含め検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずること

等が附則第３条第１項等に明記された。

また、同法には、
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・ 精神障害を含め障害種別を超えて、市町村が中心となって福祉サー

ビスを一元的に提供する仕組みに改め、現行の施設・事業体系を再編

し、あわせて「地域生活支援」や「就労支援」のための事業を創設す

る

・ 地方自治体に対し、必要な障害福祉サービスの見込み量を定めた障

害福祉計画の策定を義務付け、計画的なサービス提供体制の整備を図

るとともに、精神病床にかかる医療計画上の基準病床数の算定式につ

いて、都道府県の実態に応じて各都道府県が将来の目標値を反映させ

た新たな算定式に改め、障害福祉計画と相まって精神障害者の退院促

進を図る

・ 障害に係る公費負担医療制度（精神障害者通院公費負担制度を含

む ）について、低所得者や継続的に高額の医療費負担が発生する者。

へ給付の重点化等を図ることにより、必要な医療を確保しつつ持続可

能な制度とする

・ 附則において精神保健福祉法を改正し、改善命令等に従わない精神

病院に関する公表制度の導入等、精神病院に対する都道府県知事の指

導監督権限を強化する

ことなどを盛り込み、精神障害者に対する支援を抜本的に強化すること

としている。

５ その他（平成１８年３月）

障害者自立支援法の施行に際し、精神保健福祉施策の向上を図る観点評価実施過程に

から、おいて明らかに

・ 地方自治体における障害福祉計画の策定等に当たって、精神障害者なった課題

に対する地域生活支援の強化に資するものとなるよう地方自治体に促

していく必要がある。

・ 精神病院に入院している患者に対する適切な医療の確保を図るた

め、医療保護入院の適切な運用など精神保健福祉法に係る課題につい

て引き続き検討を行い、その結果に基づいて所要の措置を速やかに講

ずる必要がある。

精神保健福祉施策の見直しについては、精神保健福祉対策本部中間報外部有識者等の

告に基づき設置された「心の健康問題の正しい理解のための普及啓発検活 用 状 況

討会 「精神病床等に関する検討会 「精神障害者の地域生活支援の」、 」、

在り方に関する検討会」において、平成 年 月まで（ 心の健康問題16 8 「

の正しい理解のための普及啓発検討会」ついては平成 年 月まで）16 3

に、それぞれ５回、 回、 回にわたる検討を行い、その結果が「精11 12

」（ ）神保健医療福祉の改革ビジョン 平成 年 月精神保健福祉対策本部16 9
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に反映されている。

また、精神障害者等であって医療上の必要から継続的に相当額の医療

費負担が生ずる者であって、月額の負担の上限が設定される「重度かつ

継続」の者の対象範囲等について実証的な検討を行うため 「自立支援、

医療制度運営調査検討会」を平成 年 月までに３回開催し、当該対17 10

象範囲等の検討を行ってきたところである。

障害者自立支援法に係る政省令で定める事項についてパブリックコメパブリックコメ

ントを行ったところ、ント等を行った

・医療費の自己負担をさらに軽減すること場合はその意見

・ 重度かつ継続」の範囲について拡大すること「

などの意見が出された（パブリックコメントの結果については、インタ

ーネットの「電子政府の総合窓口」参照 。）

（注）平成 年 月のフォローアップ時においては、平成 年 月の初回評価時に添付した18 3 17 2

資料を省略。


